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Ⅰ．研究の背景と目的

小児看護学実習では，子どもや家族とのコミュニケー
ションのとり方やケア実施時のかかわり方の難しさがあ
り，これが小児看護学の特性でもあることから，教員自身
にもその特性をいかしたかかわりが必要とされている（山
村，2007）。
小児看護学実習の受け持ち初期には，患児からの接近

を拒まれたり，看護ケアの際に抵抗されたりして，患児
とのかかわりに困難感を抱く学生が少なくない（小口ら，
2002；西田･北島，2003）。学生の中には，困難な場面を
きっかけとして子どもへの接近を躊躇し，主体的・能動的
学習の過程が停滞してしまうケースもある（小代・楢木
野，2010）。そのため，小児看護学実習における教授活動
では，学生と患児との関係形成支援がとくに重要となる。
小児看護学実習における教授活動に関する先行文献に

は，患児との関係形成において困難な状況にある学生への
指導の方向性が示されていた（中島・田村・吉田・梶山，
1993；園田・市島，1995；奥山・山本・大高，1999；江本
ら，1999；菅・山本・三谷・中野，2001：山本・菅・三
谷・中野，2001；菅・山本・三谷・中野，2002；小室・前
田・長崎，2002）。これらは，患児とのかかわりが困難で
あった事例への個別指導に関する実践報告が中心であり，
教授活動の全体像を系統的に示すものではなく，また，小
児看護学実習を担当する教員全体の教授活動の実態も明ら
かにされていなかった。
現在，小児看護学実習を担当する教員のなかには小児看
護の臨床経験が乏しいものが含まれており，小児看護学実
習を担当するすべての教員による，小児看護の特性を踏ま
えた，学生と患児との関係形成を支援する教授活動の展開

をめざすためには，小児看護の特性を踏まえた教授活動の
過程に沿った指針を作成する必要があると考えた。
指針作成に先立ち，教授活動の全体像を系統的に明らか

にすることや，小児看護学実習を担当する教員全体の教授
活動の実態を把握する必要があり，本研究者らはまず，小
児看護学実習において学生と患児との関係形成を支援する
ために教員が実践している教授活動の全体像を系統的に明
らかにすることを目的として，小児看護学実習を担当する
教員９名への半構成的面接による質的帰納的研究を行った
（柴・山口，2012）。その結果，学生と患児との関係形成に
関する困難事例に教員が行った教授活動は「介入必要性に
関するアセスメント」と「教育的介入」からなるプロセス
であることが確認され，教授活動の一連のプロセスを明ら
かにすることができた。
次に，小児看護学実習を担当する教員全体を対象とした教
授活動の現状把握のために，小児看護学実習における教授
活動の測定用具となりうる既存尺度について文献検討を行っ
た。国内文献は，『医中誌』と『CiNii』でキーワード；看護
学実習，教授活動，実習指導，尺度での検索を行い，『医中
誌』で５件，『CiNii』で２件がヒットした。国内で開発され
た看護学実習における教授活動を測定する既存尺度とし
て，中山・亀岡（2004）が開発した看護学実習教授活動自
己評価尺度（以下，SCTBとする）があった。SCTBは看
護学領域共通の教授活動に適合するように作成された測定
用具であることから，尺度を構成する下位概念は小児看護
学実習にも適合する。しかし，SCTBに示された教授活動
は抽象度が高く，小児看護の特性を踏まえた具体的な教授
活動の測定用具としては不十分であると判断した。海外文
献 は『PubMed』 でKeywords；Nursing, Education, Scaleに
よる検索を行い，看護学実習での教授活動に関する４尺

　 　
１）愛知県立大学　Aichi Prefectural University
２）日本福祉大学看護学部　Nihon Fukushi University School of Nursing
３）鈴鹿医療科学大学看護学部　Suzuka University of Medical Science School of Nursing

－研究報告－

小児看護学実習における学生と患児との
関係形成支援教授活動尺度の開発

Development of Instructional Activities Scale for Promoting Relationships 
between Nursing Students and Child Patients during The Pediatric Nursing Practicum

柴　　　邦　代１） 山　口　桂　子２） 大　津　廣　子３）

Kuniyo Shiba Keiko Yamaguchi Hiroko Otsu

キーワード： 看護学実習，関係形成，教授活動，信頼性，妥当性
Key  Words： clinical training, relationship, instructional activities, reliability, validity



小児看護学実習における学生と患児との関係形成支援教授活動尺度の開発

48 日本看護研究学会雑誌 Vol. 38　No. 4　 2015

度；Evaluation of The Clinical Laboratory（Brown & Hayes,  
1979），Effective Clinical Teaching Behavior（Zimmerman & 
Westfall,  1988），Evaluation of Nursing Instructor by Agency 
or Institution（Curry,  1981），The Nursing Clinical Teaching 
Effectiveness Inventory（Morgan & Knox,  1987）を確認した。
これらはいずれも，教授活動について教員自身が回答する
ものではなく，質問項目に示された教授活動はSCTBと同
様に抽象度の高いものであった。文献検討の結果，小児看
護学実習における具体的な教授活動の測定用具となる既存
尺度はないことが確認された。
以上より，本研究では，小児看護学実習における学生と
患児との関係形成を支援するための教授活動を測定する尺
度（以下，小児看護学実習関係形成支援教授活動尺度で表
す）を作成し，その信頼性と妥当性を検討することを目的
とした。

Ⅱ．小児看護学実習関係形成支援教授活動
尺度原案の作成

１．用語の定義
本研究において「小児看護学実習」とは，「健康障害を
もつ子どもの看護を受け持ち制で行う小児病棟での臨地実
習」を意味し，「学生と患児との関係形成」とは「学生が
受け持ち患児やその家族とコミュニケーションをはかり，
患児および家族からケア提供者として受け入れられるよう
になること」と定義した。
また，「学生と患児との関係形成を支援する教授活動」

とは「小児看護学実習において学生が受け持ち患児との関
係形成をめざして，主体的・能動的に学習活動に取り組
むことを促進するための教員の行動」であり，先行研究
（柴・山口，2012）で明らかにされた《受け持ち開始直後
の接近手がかり探索・接近開始段階での介入必要性判断》
《学生によるケア開始後の介入必要性判断》からなる「介
入必要性に関するアセスメント」と《かかわり困難状況の
要因別教育的介入の実施》《学生の成長を支える働きかけ》
《指導計画の見直し》を含む「教育的介入」で説明できる
プロセスとして展開されるものとした。

２．尺度原案を構成する下位概念および質問項目の作成
小児看護学実習関係形成支援教授活動尺度原案（以下，
尺度原案）を構成する下位概念および質問項目の作成に
あたっては，研究の背景で述べた先行研究（柴・山口，
2012）で明らかになった学生と患児との関係形成を支援す
るために教員が行っている判断や行動から「介入必要性に
関するアセスメント」と「教育的介入」を下位概念とし，
先行研究（柴・山口，2012）で確認された教授活動の具体

的内容を中心に，小児看護学実習における学生と患児との
関係形成に関連した教授活動についての記述のある文献
（奥山ら，1999；佐々木･杉本，2004；田屋・井上・西村，
2003；米山・石田，2003）等を参考にして，尺度原案を構
成する質問内容を抽出した。

３．尺度原案の内容妥当性と表面妥当性の検討
尺度原案の内容妥当性については，看護学修士以上の学
位をもつ看護系大学教員で，尺度開発経験のある看護学教
育研究者を含む小児看護学実習の指導経験をもつ教員４名
に，質問項目が学生と患児との関係形成を支援するための
実習での教員の思考や行動として妥当な内容かを検討して
もらった。
表面妥当性の検討については，看護系大学で実習指導を
担当する助教３名（うち１名は小児看護学実習担当）にプ
レテストを行い，回答のしづらさや表現のわかりにくさに
ついて意見を求め，表現を修正した。
内容妥当性と表面妥当性の検討により作成された尺度原
案は，「介入必要性に関するアセスメント」17項目と「教
育的介入」38項目の２下位概念で構成される質問55項目の
構成となり，「必ず行っている；７点」から「全く行って
いない；１点」の７段階評定法として，得点が高いほど，
その教授活動を実施していることを示すように設定した。

Ⅲ．研究方法

本研究では，尺度構成およびその構成概念妥当性と基準
関連妥当性を検討するための調査１と，安定性を検討する
ための調査２の２回の調査を行った。

１．対象施設および対象者
調査１は，東北地方の一部の県を除く全国の看護系大学

（短期大学を含む）・３年課程看護専門学校に所属し，小児
看護学実習を担当する教員を対象とした。対象の条件は，
学生が受け持ちの子どもとかかわる場面で直接指導にあた
る機会のあることとした。質問紙の返送をもって研究協力
への同意とみなした。
調査２（再検査法）では，調査１の対象のうち，調査１

の回答とともに調査２への協力同意書を提出した者を対象
とし，質問紙の返送をもって最終的な研究協力への同意と
みなした。

２．調査の内容
調査１の質問は，①尺度原案55項目，②基準関連妥当性
確認用項目：SCTB36項目，③教員の属性に関する16項目で
構成し調査を行った。調査２には尺度原案55項目を用いた。
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ａ．基準関連妥当性の検討に用いた測定用具
本研究では基準関連妥当性を確認するための併存的基準
としてSCTBを用い，SCTB36項目の合計得点と尺度原案
55項目の合計得点との相関関係を確認した。

SCTBはすべての領域の看護学実習に共通する教授活動
をとらえたものであり，その下位尺度は質問項目の抽象度
が高いが，小児看護学実習における教授活動に関しても大
枠では適合すると考えられる。またSCTBは，尺度全体に
おけるCronbachのα係数（以下，α係数）は .96，各下
位尺度のα係数は .81～ .89の範囲であり，内的整合性に
よる信頼性が確認されている（舟島ら，2006，p.108）。妥
当性については専門家会議とパイロットスタディにより内
容的妥当性が確保され，因子分析（主因子法，バリマック
ス回転）で抽出された各因子の寄与率（4.4～9.1％）およ
び累積寄与率（62.3％），９下位尺度のうち１下位尺度の
１項目を除いて同一の因子に0.3以上の因子負荷量を示し
たことで構成概念妥当性をおおむね確保しているとされて
いる（舟島ら，2006，p.109）。以上より，基準関連妥当性
を確認するための併存的基準としてSCTBを採用した。
ｂ．教員の属性に関する項目
対象者の個人属性（性別，年代，所属する教育施設の種
類など）に関する７項目および教育キャリア・研修（小児
看護教員経験年数，小児看護実習経験年数，小児看護臨床
経験年数など）に関する９項目の合計16項目について質問
した。

３．データ収集方法
自記式無記名式質問紙を用いて，郵送法による調査を

行った。
ａ．調査期間
調査１は，平成23年８月から11月に実施した。８月初旬
に対象施設への依頼文発送を開始し，９月には施設責任者
から承諾書の返送があった施設に質問紙を郵送した。調査
２は，調査１の返送からおおむね３週間後に協力同意の得
られた対象者宛に質問紙を郵送した。
ｂ．調査手順
調査は各教育施設の施設責任者（大学・短期大学は小児
看護学領域責任者，専門学校は教務責任者）の研究協力に
関する承諾を得て，対象者である小児看護学実習の指導を
担当している教員への質問紙の配布を依頼した。回収は，
無記名による回答後，密封の上，対象者本人による投函を
依頼した。なお，調査２の協力依頼文と協力同意書は調査
１の質問紙に同封し，調査２への協力に同意する場合は，
同意書に署名し，専用の封筒に密封した上で，質問紙とと
もに本研究者宛に返送してもらうよう依頼した。調査１の
回答とともに返送された調査２への協力同意書の封筒は，

調査１の回答と同じコード番号を記載後に回答と切り離し
て開封した。調査１と調査２のデータはコード番号によっ
て連結した。

４．尺度構成の具体的手順
尺度構成は，小塩・西口（2007）および小塩（2011）など

を参考に，次の手順で行った。データの集計および分析に
は，統計解析用ソフト『SPSS 20.0J for Windows』を用いた。
ａ．項目分析
対象者の概要を確認した後，天井効果・床効果および項
目間相関（r≧ .70）の項目を確認した上で，項目を削除す
るか否かを判断した。
ｂ．探索的因子分析による因子の抽出
探索的因子分析を行い，尺度を構成する因子および項目

（因子負荷量＞ .35）を抽出した。因子分析の有効性を標準
妥当性（KMO≧ .60）で確認した。
ｃ．信頼性係数および項目合計相関（I-T相関）の確認
α係数を確認し，項目を削除した場合にα係数が .10以
上上昇する項目については，項目の削除を検討した。ま
た，I-T相関を確認した。
ｄ．下位尺度の命名
上記の手順を経て尺度を構成する項目を確定し，因子分
析により抽出された因子を下位尺度として，各下位尺度を
構成する項目内容をもとに命名した。

５．信頼性・妥当性の検討
信頼性については，最終項目についてα係数および I-T

相関の結果により内的整合性を確認した。また，再検査法
では，調査１と調査２の尺度合計得点間のPearson積率相
関係数を算出し，安定性を確認した。
妥当性については，抽出された因子と原案作成時点の下
位概念とを比較して，構成概念妥当性を検討した。また，
併存的基準；SCTBとのPearson積率相関係数を算出し，
基準関連妥当性を検討した。

６．倫理的配慮
本研究は，Ａ大学の研究倫理審査委員会の承認を得て実
施した。
本研究では東日本大震災による被災地域のうち，宮城・

岩手・福島の３県にある施設を依頼対象から除外した。調
査は，施設責任者の承諾を得て実施した。研究目的および
方法，参加の自由，個人情報保護，研究協力中止の自由な
どを，文書で研究対象者に説明した。質問紙は無記名式と
し，返送により研究協力への同意とみなした。本人の意思
による協力の任意性を保障するため，質問紙の返送は研究
対象者から返送用封筒による個別での返送を依頼した。個
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人が特定されないことを保障するため，調査１の回答とと
もに返送された調査２への協力同意書は調査１の回答と切
り離して開封し，調査１と調査２のデータはコード番号に
よって連結した。

SCTBを併存的基準として使用することについては，開
発者の使用許諾を得た。

Ⅳ．結　　果

１．研究協力施設および質問紙の配布と回収
調査１では449名の研究対象者に質問紙を配布し，372

名から回答が得られた（回収率82.9％）。そのうち回答に
欠損値のなかった340名を分析対象とした（有効回答率
91.4％）。
調査２（再検査法）では，研究協力への同意書の返送が
あった278名に質問紙を郵送し，218名から回答が得られた
（回収率78.4％）。そのうち回答に欠損値のなかった194名
を分析対象とした（有効回答率89.0％）。

２．対象者の属性
ａ．調査１ での対象者の概要（表１，表２）
個人属性では，性別内訳で女性が311名（91.5％），年代

表１　対象者の特性（個人属性）

調査１（n＝340） 調査２（n＝194）
人数 ％ 人数 ％

性別
　男性 13 3.8 8 4.1
　女性 311 91.5 176 90.7
　無効回答 16 4.7 10 5.2
年代
　20歳代 6 1.8 3 1.6
　30歳代 93 27.4 58 29.9
　40歳代 146 42.9 89 45.9
　50歳代以上 95 27.9 44 22.7
所属施設
　専門学校 211 62.1 130 67.0
　大学（短期大学を含む） 125 36.8 63 32.5
　無効回答 4 1.2 1 0.5
職位
　助手 12 3.5 6 3.1
　助教 45 13.2 24 12.4
　講師 21 6.2 15 7.7
　准教授 30 8.8 14 7.2
　教授 23 6.8 8 4.1
　専任教員 197 57.9 120 61.9
　その他 12 3.5 7 3.2
　無効回答 4 1.2 0 0.0
最終学歴
　専門学校卒 101 29.7 55 28.4
　短期大学卒業 22 6.5 18 9.3
　４年制大学卒業 74 21.8 45 23.2
　大学院博士前期課程修了（修士課程を含む） 75 22.1 40 20.6
　大学院博士後期課程修了 24 7.1 11 5.7
　無効回答 44 12.9 25 12.9
希望による小児看護学実習指導担当
　いいえ 102 30.0 59 30.4
　はい 236 69.4 134 69.1
　無効回答 2 0.6 1 0.5
小児看護学実習指導担当継続意思
　いいえ 26 7.7 15 7.7
　はい 311 91.5 177 91.2
　無効回答 3 0.9 2 1.0
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別では40歳代が146名（42.9％）で最も多かった。所属す
る教育施設は専門学校が211名（62.1％）で，職位では，
専任教員が197名（57.9％），大学・短期大学の助教45名

（13.2％），助手12名（3.5％）であった。
教育キャリア・研修では，小児看護教員経験年数３年
未満は103名（30.5％）で，小児看護実習指導経験年数は

表２　対象者の特性（教育キャリア・研修など）

調査１（n＝340） 調査２（n＝194）
人数 ％ 人数 ％

小児看護教員経験年数
　１年未満 36 10.6 20 10.3
　１年以上３年未満 67 19.7 39 20.1
　３年以上５年以下 67 19.7 43 22.2
　６年以上10年以下 75 22.1 43 22.2
　11年以上 93 27.4 47 24.2
　無効回答 2 0.6 2 1.0
小児看護実習指導経験年数
　０～１年 73 21.5 44 22.7
　２～３年 60 17.7 38 19.6
　４～６年 67 19.7 44 22.7
　７～12年 70 20.6 39 20.1
　13年以上 63 18.5 28 14.4
　無効回答 7 2.1 1 0.5
小児看護臨床経験年数
　０～１年 76 22.4 50 25.8
　２～４年 85 25.0 46 23.7
　５～７年 88 25.9 54 27.8
　８年以上 88 25.9 44 22.7
　無効回答 3 0.9 0 0.0
大学・大学院等での教育学関連科目履修
　あり 183 53.8 90 46.4
　なし 146 42.9 100 51.6
　無効回答 11 3.2 4 2.1
看護教員養成講習会の受講
　あり 218 64.1 136 70.1
　なし 121 35.6 58 29.9
　無効回答 1 0.3 0 0.0
看護教員養成講習会受講後の期間
　１年以下 48 22.0 31 22.8
　２～５年 33 15.1 20 14.7
　６～９年 26 11.9 19 14.0
　10～19年 77 35.3 49 36.0
　20年以上 33 15.1 17 12.5
　無効回答 1 0.5 0 0.0
実習指導に関する講習会などの受講
　なし 232 68.2 138 71.1
　あり 101 29.7 53 27.3
　無効回答 7 2.1 3 1.6
小児看護学関連の講義・演習の担当
　なし 30 8.8 15 7.7
　あり 308 90.6 178 91.8
　無効回答 2 0.6 1 0.5
小児看護学実習以外の実習担当
　あり 252 74.1 148 76.3
　なし 87 25.6 46 23.7
　無効回答 1 0.3 0 0.0
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０～３年が133名（39.1％），小児看護臨床経験年数は０～
４年161名（47.4％）であった。
ｂ．調査２ での対象者の概要（表１， 表２）
調査２の個人属性をみると，性別は女性が176名

（90.7％），年代別では40歳代が89名（45.9％）で最も多
かった。所属する教育施設は専門学校が130名（67.0％），
職位では専任教員が120名（61.9％），大学・短期大学の助
教24名（12.4％），助手６名（3.1％）であった。
教育キャリア・研修では，小児看護教員経験年数は３年
未満が59名（30.4％），小児看護実習指導経験年数は０～
３年82名（42.3％），小児看護臨床経験年数は０～４年96

名（49.5％）であった。
表１，表２に示すように，調査２の回答者の主な属性は
調査１とほぼ同じ割合であった。

３．尺度構成の過程
ａ．項目分析
55項目全体での記述統計量による得点分布および天井効
果・床効果がみられる項目を確認した。記述統計による項
目分析の結果，29項目で天井効果がみられたが，床効果が
みられる項目はなかった。
記述統計による得点分布では，７段階評定の６点以上の
平均値を示す項目が多くみられた。尺度開発において，作
成される尺度の主な目的が対象者を効率的に弁別すること
におかれる場合，分布に偏りのある項目は削除する（小
塩・西口，2007）とされている。しかし，本研究で開発す
る尺度を構成する質問の内容は，小児看護学実習における
教授活動として当然行われていることを前提とした内容で
あり，多くの対象者が「実施している」と回答することで
分布に偏りが生じることが想定されていた。天井効果の認
められた項目の内容は，いずれも本研究で開発する尺度で
測定したい教授活動の内容として削除しがたいものであっ
た。そこで，天井効果のみられた項目をも削除せず，その
まま尺度化を進めた。
項目間相関が r≧｜ .70｜を示すペアは，Ⅰ－１とⅠ－２

（r＝ .77，p＜ .01），Ⅰ－４とⅠ－５（r＝ .80，p＜ .01），
Ⅰ－28とⅠ－29（r＝ .87，p＜ .01），Ⅰ－30とⅠ－31（r＝ 
.88，p＜ .01），Ⅰ－32とⅠ－33（r＝ .89，p＜ .01），Ⅰ－
46とⅠ－47（r＝ .84，p＜ .01）の６ペアであった。上野
（2005，p.51）は，相関係数 .70以上のものは類似した質問
項目を表すとして，２項目のうちの一方を削除している。
上野が削除した項目は，「話の途中でつまる」と「言葉が
出てこないことがある」のように，確かに類似あるいは同
一の内容を尋ねていた。しかし，本研究で高い相関を示し
た質問項目は，「学生の不安や緊張を軽減するための介入
の必要性」と「学生が患児に話しかけられるようにするた

めの介入の必要性」のように，いずれも受け持ち初期の学
生と患児の関係形成を支援するうえで重要な判断であり，
どちらか一方が行わればよいものではなかった。また，残
りの５つのペアは，介入対象がそれぞれ患児と家族で異
なっており，どちらか一方に介入すればよいというもので
はなかった。そこで，項目間相関が .70以上の12項目も削
除せず，尺度化を進めることにした。
ｂ．探索的因子分析による因子の抽出
因子分析による因子の抽出は小塩（2011，p.140）の手

順に沿って行った。
初回の因子分析は，尺度作成のための55項目すべてを
指定し，主因子法による因子抽出を実行した。その結果，
「初期の固有値」をみると，13因子までが固有値１以上で，
固有値は第１因子より，16.99，3.01，2.63，2.39，1.84……
と変化していた。「スクリープロット」をみると，第４因
子と第５因子の間に固有値の落ち込みが確認できたため，
因子数を４因子と仮定した。この段階での第４因子までの
「累積寄与率」は45.51％であった。

２回目の因子分析でも変数は尺度作成のための55項目す
べてを指定し，主因子法，抽出基準の因子の固定数を「４」
とした。想定する下位尺度間には相関があると仮定できる
ことから，斜交回転（プロマックス回転）での分析を行っ
た。はじめに，共通性が著しく低い項目（共通性0.16未
満），すなわち，共通因子の影響力が極端に低い項目がな
いことを確認した。次に，パターン行列で因子負荷量を確
認した。項目を取捨選択する因子負荷量の基準は .35とし
た（小塩，2011，p.141）。その結果，因子負荷量が .35を
下まわる項目は11項目あった（表３）。これら11項目を削
除し，この時点で４因子構造合計44項目となった。
２回目の因子分析において，Ⅰ－15，Ⅰ－54，Ⅰ－24，

Ⅰ－55の４項目は，いずれも因子負荷量が .35～ .40の間の
低い値であった。そこで，念のために44項目で３回目の因
子分析（主因子法，４因子解，プロマックス回転）を行っ
た。その結果，４項目中，第３因子の「Ⅰ－55」と第４

因子の「Ⅰ－24」の２項目が因子負荷量の基準 .35を下ま
わった（表３）。この２項目も削除し，最終的に４因子構
造42項目とした。累積寄与率は45.30％であった。
上記の３回の因子分析により因子負荷量が .35以上であ

ることが確認された42項目について，「主因子法」「４因子
解」「プロマックス回転」で４回目の因子分析を行った。
この結果，第１因子15項目，第２因子11項目，第３因子10

項目，第４因子６項目の合計42項目すべてが因子負荷量 
.35を上まわる４因子構造となることを確認した（表４）。
42項目の累積寄与率は46.4％，標本妥当性を示すKMOは 
.90であった。標本妥当性（KMO）は，サンプルと因子分
析の適合性をはかる事前検定として推奨されており， .70以
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上が望ましく，最低でも .50以上を満たすことが必要とさ
れている（小田，2007）。本研究におけるKMOは，この
基準を十分満たしていた。

４．下位尺度の命名
尺度原案55項目に対して，主因子法（プロマックス回
転）による探索的因子分析を行い，最終的に第１因子15項
目，第２因子11項目，第３因子10項目，第４因子６項目の
合計42項目が選択され，これを「小児看護学実習関係形成
支援教授活動尺度」として確定した（表４）。
抽出された４因子を下位尺度とし，それぞれを以下のよ
うに命名した。
第１因子は「Ⅰ－６受け持ち初期に学生個々への介入の
タイミングを判断する」や「Ⅰ－２受け持ち初期に学生が
患児に話しかけられるようにするための介入の必要性を判
断する」など，Ⅰ－26の１項目を除き，14項目が介入の必
要性を判断する項目でまとまったため，「介入アセスメン
ト」とした。
第２因子はⅠ－13，Ⅰ－14，Ⅰ－15の３項目が介入の必
要性判断に関する項目で，残りの８項目は教育的介入に属
する項目であった。「Ⅰ－49学生によるケアの進行が停滞
した場合は，進行を促すための働きかけをしている」や
「Ⅰ－48学生が初めて行う患児のケア場面には可能な限り
立ち会うようにしている」などの項目でまとまったことか
ら「ケア行動円滑化支援」とした。
第３因子は「Ⅰ－39学生が患児と一緒に遊ぶことができ
るようにするための方法を助言している」や「Ⅰ－37患児

にあった接近方法を考えることができるように助言してい
る」などの項目でまとまったことから「接近行動促進支
援」とした。
第４因子は「Ⅰ－30学生の訪室に同行して，患児への言
葉かけの不十分な部分を補っている」や「Ⅰ－31学生の訪
室に同行して，家族への言葉かけの不十分な部分を補って
いる」などの項目でまとまったことから「言語的コミュニ
ケーション支援」とした。

５．信頼性の検討
ａ．内的整合性の検討
42項目全体のα＝ .94で，第１因子ではα＝ .92，第２

因子ではα＝ .90，第３因子ではα＝ .87，第４因子では
α＝ .80であった。小塩（2011）は「α係数がある程度の
数値（たとえば .80）以上であれば，『尺度の内的整合性が
高い』」と述べていることから，本尺度の内的整合性の高
さが確認できた。
項目合計相関（I-T相関）の結果をみると，修正済み項

目合計相関は第１因子15項目では .51～ .69，第２因子11項
目では .52～ .75，第３因子10項目では .39～ .70，第４因
子６項目では .57～ .66と高い相関を示していた。第４因子
の４項目では，項目を削除した場合のα係数が若干上昇
すること確認されたが，小塩（2011，p.157）が項目削除
の目安とした .10以上の上昇ではなかった。以上より，各
因子の内的整合性が確認された。
ｂ．安定性の検討（表５）
再検査法により尺度の安定性を確認するため，調査１

表３　因子分析において削除した項目

削除された項目（※※は２回目の因子分析，※※※は３回目の因子分析で削除） 因子負荷量
第２因子
※※ Ⅰ－43　付き添い家族が行っている患児の世話の一部を学生に実施させてもらえるように調整している .301

※※ Ⅰ－52　 患児とのかかわりが順調になってきた後に，患児とのかかわりに関する新たな困難状況が生じた場合，
学生が自力で対処できるように促している .320

第３因子

※※ Ⅰ－21　 受け持ち患児の選択に際して，学生の関係形成能力と患児のかかわり難易度のバランスを考えた調整
を行っている .168

※※ Ⅰ－25　 初対面時の患児の反応の理由を，患児のおかれている状況や心情の視点から考えることができるよう
に助言をしている .277

※※ Ⅰ－27　病室に行くのを躊躇している学生に対して，訪室を促す働きかけをしている .282
※※ Ⅰ－34　学生が患児に関する情報収集を進めやすいように調整している .261
※※ Ⅰ－42　看護師による患児との相互行為場面を見学できるように調整している .308
※※ Ⅰ－44　患児への接近行動に関する学生のがんばりを誉めて，学生に自信をもたせるようにしている .272
※※ Ⅰ－53　学生自身による対処が困難なときは，臨床指導者による支援が受けられるように調整している .337
※※※ Ⅰ－55　学生自身による対処が困難な状況のときは，学生同士による助言を得られる機会を設けている .285
第４因子
※※ Ⅰ－22　学生の初対面に先行して，教員自身が患児の家族と顔見知りになっておくようにしている .248
※※ Ⅰ－23　初対面時点での学生に対する患児の反応を確認するようにしている .349
※※※ Ⅰ－24　初対面時点での患児と家族の反応についての学生の受けとめを確認するようにしている .287
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表４　探索的因子分析の結果

因子名・項目 因子負荷量

    尺度全体のCronbach’s α＝ .946 　　 第１因子 第２因子 第３因子 第４因子

第１因子；介入アセスメント   　                                                

　Ⅰ－５　受け持ち初期に家族の学生受け入れを促すための介入の必要性を判断する .810

　Ⅰ－３　 受け持ち初期に学生が家族に話しかけられるようにするための介入の必要性を判断する　 .781

　Ⅰ－２　 受け持ち初期に学生が患児に話しかけられるようにするための介入の必要性を判断する　 .740

　Ⅰ－４　受け持ち初期に患児の学生受け入れを促すための介入の必要性を判断する .739

　Ⅰ－１　受け持ち初期に学生の不安や緊張を軽減するための介入の必要性を判断する .699

　Ⅰ－６　受け持ち初期に学生個々への介入のタイミングを判断する .698

　Ⅰ－12　 学生が家族と積極的にかかわることができるようにするための介入の必要性を判断する .672

　Ⅰ－10　学生が患児の反応の意味や理由を読み取るうえでの介入の必要性を判断する .672

　Ⅰ－８　受け持ち初期に患児に関する情報収集を行う学生への介入の必要性を判断する .627

　Ⅰ－９　 受け持ち初期に学生が患児の病室を訪問することに関する介入の必要性を判断する .619

　Ⅰ－７　受け持ち初期に学生に対する指導の優先度を判断する .590

　Ⅰ－11　 患児へのかかわりが困難な状況にある学生が，自ら対処行動を考えられるようにするための
介入の必要性を判断する .526

　Ⅰ－16　 患児へのかかわりが順調になってきた後に遭遇した，患児とのかかわりに関する新たな困難
状況に学生が対処していくうえでの介入の必要性を判断する .509

　Ⅰ－26　 受け持ち初期に学生の不安や緊張を軽減させるような働きかけをしている .447

　Ⅰ－17　 指導経過のなかで，学生と患児との関係形成の進行状況・今後の見通し・残りの日数などか
ら，教員による介入計画の変更の必要性を判断する .427

第２因子；ケア行動円滑化支援

　Ⅰ－49　 学生によるケアの進行が停滞した場合は，進行を促すための働きかけをしている .893

　Ⅰ－48　学生が初めて行う患児のケア場面には可能な限り立ち会うようにしている .882

　Ⅰ－50　 学生によるケア進行中，患児の安全や安楽を守ることができるように配慮している .808

　Ⅰ－13　学生によるケア実施に際して，教員自身が介入する必要性を判断する .635

　Ⅰ－46　 実施するケアについて患児に説明して，了解を得てから行うように助言している .598

　Ⅰ－45　 学生のケア計画をケア開始前に確認して配慮すべき点の不足を補うように助言している .545

　Ⅰ－47　 実施するケアについて家族に説明して，了解を得てから行うように助言している .526

　Ⅰ－51　 患児へのかかわりに慣れてきたら，ケア範囲を拡大していけるような問いかけをしている .486

　Ⅰ－14　 学生によるケア実施に際して，臨床指導者による介入を依頼する必要性を判断する .476

　Ⅰ－15　 学生によるケア実施に際して，家族に協力を得るための介入の必要性を判断する .368

　Ⅰ－54　学生自身による対処が困難な時は，教員による支援を求める機会を設けている .364

第３因子；接近行動促進支援

　Ⅰ－39　学生が患児と一緒に遊ぶことができるようにするための方法を助言している .802

　Ⅰ－38　おもちゃを利用して患児の興味をひきつける方法を助言している .761

　Ⅰ－37　患児にあった接近方法を考えることができるように助言をしている .652

　Ⅰ－41　患児の警戒心を軽減させるための方法を助言している .567

　Ⅰ－19　 患児とかかわる際の手かがりとして，最近の子どもが好む遊び・おもちゃ・キャラクターな
どについて情報収集することを学生に助言している .554

　Ⅰ－40　学生が患児と一緒に遊ぶ機会をもてるように調整している .507

　Ⅰ－35　 小児看護学の講義や演習での学習内容を思い出させるような働きかけをしている .482

　Ⅰ－20　 受け持ち初期の子どもに年齢別で予測される反応とそれらの反応の意味について説明し，学
生に心の準備を促している .476

　Ⅰ－36　学生間での子どもに関する情報共有のための意見交換を促すようにしている .462

　Ⅰ－18　 小児看護学の講義で学んだ小児の発達上の特徴や関心事について，事前学習として復習する
ことを学生に助言している .403

第４因子；言語的コミュニケーション支援

　Ⅰ－28　訪室する前の学生に，患児に話しかけるためのシナリオの準備を助言している .634

　Ⅰ－29　訪室する前の学生に，家族に話しかけるためのシナリオの準備を助言している .632

　Ⅰ－31　学生の訪室に同行して，家族への言葉かけの不十分な部分を補っている .606

　Ⅰ－30　学生の訪室に同行して，患児への言葉かけの不十分な部分を補っている .586

　Ⅰ－33　 学生が家族にどのように話しかければよいかを知ることができる機会を設けている .474

　Ⅰ－32　 学生が患児にどのように話しかければよいかを知ることができる機会を設けている .471

［注］因子抽出法：主因子法（プロマックス回転）
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と調査２の尺度合計得点のPearson積率相関係数を算出し，
安定性を確認した（鎌原・宮下・大野木・中澤，1998）。
その結果，調査１と調査２の尺度合計得点には，r＝ .82
（p＜ .01）で強い相関がみられた。これにより「小児看
護学実習関係形成支援教授活動尺度」の安定性が確認さ
れた。また，調査１と調査２の因子合計得点の相関分析
を行った結果，第１因子 r＝ .76（p＜ .01），第２因子 r＝ 
.80（p＜ .01），第３因子 r＝ .75（p＜ .01），第４因子 r＝ 
.72（p＜ .01）の有意な相関がみられた。下位尺度の安定
性についても確認された。

６．妥当性の検討
ａ．構成概念妥当性の検討（図１）
尺度構成を因子分析による手続きに沿って行ったことに
より，因子的妥当性が確保されているが，内容的妥当性に
関しては，項目作成時の構成概念と抽出された４下位尺度

を比較すると，下位尺度「介入アセスメント」は，１項目
を除き，項目作成時の構成概念「介入必要性に関するアセ
スメント」に含まれた内容でまとまった。下位尺度「ケア
行動円滑化支援」には，項目作成時の構成概念「介入必要
性に関するアセスメント」３項目と「教育的介入」関する
８項目が含まれた。下位尺度「接近行動促進支援」と下位
尺度「言語的コミュニケーション支援」は「教育的介入」
に関する項目で構成された。抽出された因子構造は項目作
成時の構成概念を網羅していることが確認されたことよ
り，抽出された４因子は「小児看護学実習関係形成支援教
授活動尺度」を構成する下位尺度として妥当であると判断
した。
ｂ．基準関連妥当性の検討
SCTB36項目全体のα係数は尺度開発時 .96（舟島ら，

2006）に対し，本研究ではα係数 .94であった。尺度原案
55項目とSCTB36項目の合計得点間には r＝ .71（p＜ .01）

表５　調査１と調査２（再検査）得点の相関

Pearson の
相関係数

調査２
第１因子合計得点

調査２
第２因子合計得点

調査２
第３因子合計得点

調査１
第４子合計得点

調査２
42項目合計

第１因子合計得点 .760**
第２因子合計得点 .800**
第３因子合計得点 .755**
第４因子合計得点 .724**
尺度合計得点 .829**

［注］**：p＜ .01

図１　原案作成時の構成概念と探索的因子分析により抽出された因子
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の高い相関がみられ，基準関連妥当性が確認された。

Ⅴ．考　　察

１．小児看護学実習関係形成支援教授活動尺度原案の作成
過程について
尺度原案の作成では，小児看護学実習における関係形成
を支援する教授活動に関する質的研究（柴・山口，2012）
で抽出された内容を中心に，小児看護学実習で指導する教
員らによる学生と患児との関係形成困難事例への教授活動
の実践報告などの先行研究を参考にして，下位概念および
55項目からなる質問項目を作成した。下位概念は，先行研
究（柴・山口，2012）で明らかになった学生と患児との関
係形成を支援するために教員が行っていた判断や行動から
「介入必要性に関するアセスメント」と「教育的介入」の
２つとした（図１）。そのうえで，小児看護学実習におけ
る学生と患児との関係形成に関連した教授活動の記述があ
る先行文献を参考にして，「介入必要性に関するアセスメ
ント」17項目と「教育的介入」38項目の合計55項目の質問
を作成した。
内容妥当性については，看護学修士以上の学位をもつ看
護系大学教員で，尺度開発経験のある看護学教育研究者を
含む小児看護学実習の指導経験をもつ教員４名に，質問項
目が学生と患児との関係形成を支援するための実習での教
員の思考や行動として妥当な内容かを検討してもらった。
55項目の質問は，小児看護の特性を踏まえた教授活動の具
体的内容で構成され，指導場面で実践されている教授活動
を網羅していることが小児看護学実習指導経験をもつ複数
の教員によって確認された。したがって，小児看護学に特
徴的な教授活動の測定用具を作成するための項目として妥
当な内容になったものと考える。
表面妥当性については，看護系大学で実習指導を担当す
る助教３名（うち１名は小児看護学実習担当）にプレテス
トを行い，回答のしづらさや表現のわかりにくさについて
意見を求め，表現を修正した。回答の所要時間は平均30分
であった。表現のわかりにくさでは言いまわしに関する指
摘２箇所を修正した。回答しづらさでは，教授活動の対象
が「患児および家族」という表現になっていた質問５項目
について，どちらかに一方が該当する場合の回答に困ると
いう指摘があった。そこで，教授活動の対象が「患児およ
び家族」という表現になっていた質問項目はすべて，「患
児」「家族」それぞれを対象とする質問に分けた。ここで
分けられた５ペアの質問項目は，項目間相関の検討におい
て高い相関を示したが，削除せず尺度化を進めた。「患児」
だけでなく「家族」を対象とした教授活動を残したこと
で，小児看護の特性を踏まえた教授活動の測定という本尺

度の目的にかなった構成になったと考える。
記述統計による得点分布では，55項目中29項目に天井効
果がみられた。尺度開発において，作成される尺度の主
な目的が対象者を効率的に弁別することにおかれる場合，
「ほとんどの人が同じ回答選択肢を選んでしまう項目」や
「天井効果・床効果が起きている項目」のように，分布に
偏りのある項目は削除する（小塩・西口，2007）とされて
いる。しかし，小塩自身が別の著書のなかで「理論的に得
点の偏りが想定される場合には，分布が偏っているからと
いう理由で機械的に項目を削除するのではなく，理論的に
得点の偏りが想定されることを論文中で十分説明する必要
がある」（小塩，2007，p133），「重要なことは得点分布そ
のものではなく，測定したい内容が測定できているかどう
かである」（小塩，2011，p.146）として，一律な分析過程
をたどるのではなく，目的・理論的背景・状況に応じた分
析が必要であることを述べている。結果の項でも述べたよ
うに，本尺度の質問項目は小児看護学実習で指導にあたる
教員が教授活動として当然行っていると考えられた内容で
あり，多くの対象者が「実施している」と回答することが
想定された。天井効果のみられた項目については，本研究
の対象者からも小児看護学実習において必ず行う必要のあ
る教授活動として支持されたと解釈できることから，この
結果によっても尺度項目の内容妥当性は保証されたと考え
る。本研究者は，将来，本尺度を教員による教授活動の自
己評価に使うことを考えており，天井効果のみられた項
目，すなわち，教員が当然行う必要のある項目を削除しな
かったことで，教授活動として欠かすことのできない内容
を残すことができたと考える。しかし，尺度の判別性とい
う側面からは，回答の偏らないような質問項目の設定につ
いても今後検討する必要がある。
項目間相関が r≧｜ .70｜を示すものは類似した質問項目
を表すことから，どちらかを削除する（上野，2005）とさ
れている。本研究において項目間相関が高かった６ペアの
質問項目は，同じ内容の教授活動を尋ねている項目には該
当しないことを確認し，削除しないことを判断した。相関
が高く，類似項目とみなされる項目同士であっても，質問
項目の内容をていねいに確認し，項目を削除すべきかを慎
重に検討したことで，本尺度で測定したい教授活動を反映
した尺度になったと考える。
探索的因子分析による因子の抽出では，４回の因子分析
を経て「介入アセスメント」「ケア行動円滑化支援」「接
近行動促進支援」「言語的コミュニケーション支援」の４

つの因子が抽出され，この４因子を「小児看護学実習関
係形成支援教授活動尺度」の下位尺度とした（図１）。因
子分析では因子負荷量 .35に満たない項目を削除した（表
３）。これにより，尺度原案55項目のうちの13項目（第２
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因子２項目，第３因子８項目，第４因子３項目）が削除対
象となった。本研究では，項目分析および項目間相関係数
の検討において，統計学的分析による結果から削除を検討
したほうがよいという項目についても，教授活動の項目と
して削除しがたい内容であると判断したことからすべてを
採用してきた。教授活動として欠かすことのできない項目
を残すという点では，因子負荷量の検討において削除対象
となった13項目のなかでも，第４因子；Ⅰ－23の初対面
での学生の反応の確認の項目（因子負荷量 .34）や第３因
子；Ⅰ－42の看護師と患児との相互作用の場面見学の調整
（ .30）などは削除しがたい項目であった。しかし，今回の
尺度開発では，尺度としての個々の因子のまとまりを優先
し，統計学的な値を担保するために，因子負荷量での削除
が必要であると判断した。本尺度の累積寄与率45.30％で
あり，小児看護学実習における教授活動全体を説明するう
えでさらに別の因子が存在すると考えられる。今回削除し
た13項目についても，これらの項目がもつ別の意味を示す
項目を追加することで新たな因子が抽出される可能性があ
り，今後さらに検討を要する。

２．信頼性・妥当性の検討について
小児看護学実習関係形成支援教授活動尺度の信頼性につ
いては，α係数および I-T相関による内的整合性の確認，
再検査法による安定性の確認により検討した。内的整合性
については，42項目全体のα係数は .94で，「介入アセス
メント」「ケア行動円滑化支援」「接近行動促進支援」「言
語的コミュニケーション支援」の各因子についても .80～ 
.92で，いずれもα係数≧ .80という基準（小塩，2011）を
満たしていたことから，本尺度の内的整合性の高さが確認
できた。安定性については調査１と調査２（再検査法）の
尺度合計得点間に r＝ .82（p＜ .01）の相関がみられ，本
尺度の安定性が確認された。４因子についても，調査１と
調査２の因子合計得点間に .72～ .80の相関がみられ，下位
尺度の安定性も確認された。以上より，小児看護学実習関
係形成支援教授活動尺度の信頼性は確保されていると判断
した。
妥当性については，構成概念妥当性およびSCTBを併存

的基準とした基準関連妥当性により検討した。 項目作成
時の構成概念と抽出された４下位尺度を比較し，検討し
た。因子を構成する項目の異動はあったが，抽出された因
子構造は，項目作成時の構成概念を網羅していたことよ
り，抽出された４因子は「小児看護学実習関係形成支援教
授活動尺度」を構成する下位尺度として妥当であると判断
した（図１）。項目作成時の構成概念「介入必要性に関す
るアセスメント」から下位尺度「ケア行動円滑化支援」に
移行した３項目は，Ⅰ－13 学生のケア実施に際しての教

員による介入必要性判断，Ⅰ－14学生のケア実施に際して
の臨床指導者への介入依頼の必要性判断，Ⅰ－15学生のケ
ア実施に際しての家族の協力を得るための介入必要性判断
で，いずれも学生のケア行動を円滑化する意味あいをも含
む内容であった。項目作成時の構成概念「教育的介入」か
ら下位尺度「介入アセスメント」に移行したⅠ－26 受け
持ち初期の学生の不安や緊張を軽減させるような働きかけ
が「介入アセスメント」に含まれた理由を検討する必要が
ある。
併存的基準として用いたSCTBは，開発時の論文（中
山・亀岡，2004）で内的整合性による信頼性を確認してい
る。妥当性については，構成概念妥当性の検討により，お
おむね確保しているとされている。本尺度とSCTBの合計
得点間には r＝ .71（p＜ .01）の相関がみられ，基準関連
妥当性が確認されたと考える。しかし，SCTBの妥当性に
ついては，構成概念妥当性をおおむね確保しているにとど
まり，十分とはいえない。基準関連妥当性の検討に用いる
尺度には，信頼性・妥当性が十分確保されているもので，
開発する新しい尺度との相関のある尺度が適切とされてい
ることから，小児看護学実習関係形成支援教授活動尺度の
基準関連妥当性については，SCTB以外の既成の尺度で，
信頼性・妥当性の確認されたものを用いて検討する今後さ
らに検討する必要がある。

３．「小児看護学実習関係形成支援教授活動尺度」の活用
可能性
小児看護学実習を担当する教員は，学生の困難感の要因
になっている患児や家族とのかかわりに焦点をあてた教育
的介入の必要性を感じ，試行錯誤しながら指導している
（田屋ら，2003；米山・石田，2003）。小児看護学領域での
教育経験の浅い教員や小児看護臨床経験の乏しい教員が小
児看護学実習で指導を行う際に，本尺度に示された小児看
護学実習に特徴的な教授活動を参考にしたり，自己・他者
評価に利用したりすることで，教授活動の改善にもつなが
ると考える。また，ファカルティ・ディベロップメント
（FD）の視点からも広い活用が可能になると考える。

Ⅵ．結　　論

小児看護学実習における学生と患児との関係形成を支援
する教授活動を測定する尺度の開発を試み，「介入アセス
メント」「ケア行動円滑化支援」「接近行動促進支援」「言
語的コミュニケーション支援」の４下位尺度，42項目で構
成される「小児看護学実習における関係形成支援教授活動
尺度」を作成した。
小児看護学実習関係形成支援教授活動尺度は，α係数
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および I-T相関による内的整合性と再検査法による安定性
の検討により，信頼性が確認された。また，構成概念妥当
性とSCTBを併存的基準とした基準関連妥当性の検討によ
り，妥当性が確認された。

Ⅶ．本研究の限界と今後の課題

今回作成した尺度の基準関連妥当性については，併存的
基準としたSCTBの妥当性が十分確保されているとはいえ
ないため，信頼性・妥当性が十分確認された他の尺度を用
い，今後さらに検討する必要がある。また，教授活動の自

己評価に本尺度を活用する際の利便性を考えると，より少
ない項目数で評価可能な簡易版尺度の開発を検討する必要
がある。

謝　　辞
本研究にご協力いただきました対象者および教育機関の
皆様に，心より感謝申し上げます。
なお，本研究は柴邦代の愛知県立大学大学院看護学研究
科看護学専攻に提出した博士論文の一部に加筆・修正をし
たものであり，第39回日本看護研究学会学術集会で発表し
た。

要　　　旨

目的：小児看護学実習における学生と患児の関係形成を支援する教授活動を測定する尺度を開発し，その信頼性
と妥当性を検討した。
方法：文献検討および先行研究（柴・山口，2012）をもとに55項目からなる尺度原案を作成した。小児看護学実
習を担当する教員340名を対象とする質問紙調査を実施した。１回目の調査協力者のうち194名に再検査法を行っ
た。
結果：因子分析（主因子法・プロマックス回転）の結果，42項目４因子が抽出され，「介入アセスメント」「ケア
行動円滑化支援」「接近行動促進支援」「言語的コミュニケーション支援」と命名した。Cronbachのα係数 .94か
ら内的整合性，再検査法による相関係数 .82から安定性が確認された。構成概念妥当性は項目作成時の構成概念
と抽出された４下位尺度の比較により，基準関連妥当性は看護学実習教授活動自己評価尺度で確認された。
結論：小児看護学実習関係形成支援教授活動尺度が開発され，その信頼性と妥当性が確認された。

Abstract

Aims: This study was aimed to develop a scale of Instructional Activities for Promoting Relationships between Student 
Nurses and Child Patients during Clinical Training in Pediatric Nursing, and investigate its reliability and validity.
Methods: Based on a literature review and our previous study （Shiba & Yamaguchi, 2012）, a preliminary scale consisting of 
55 items was prepared．
A questionnaire survey was conducted involving 340 teachers who instruct in Clinical Training of Pediatric Nursing. The 
test–retest method confirmed the reliability of data from the 194 teachers who participated in the previous survey.
Results: Based on factor analysis, 42 items were selected and 4 factors were obtained: “Assessment of Educational Interven-
tion Needs”, “Promotion of Nursing Care Facilitation”, “Promotion of Approaching Action”, and “Promotion of Oral Com-
munication”.
The reliability of the scale was confirmed by a Cronbach’s α internal consistency reliability coefficient of .94 and test–retest 
reliability coefficient of .82.
The construct validity as well as criterion-related validity of the Scale of Clinical Teaching Behaviors were confirmed.
Conclusions: A scale of Instructional Activities for Promoting Relationships between Student Nurses and Child Patients 
during Clinical Training in Pediatric Nursing was developed, and its reliability and validity were confirmed.
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